
先進的AI利活用アドバイザリーボード（第二回）説明資料

2026年1月 デジタル庁 戦略・組織グループ AI実装総括班

ガバメントAIの取組について
～政府による活用をAIの社会実装の起点とする～



ご説明の内容
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1. 政府のAI戦略とガバメントAI

2. 生成AI利用環境（源内）の概要

3. ガバメントAI整備事業（令和7年度補正予算）の概要



政府のAI戦略とガバメントAI



ガバメントAIに関する主な政府決定等
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■ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2025年6月閣議決定）

➢ 政府が率先して安全・安心なAI活用を推進、 「ガバメントAI」の構築に向けた取組

■第219回国会における高市内閣総理大臣所信表明演説（2025年10月24日）

“「世界で最もＡＩを開発・活用しやすい国」を目指して、データ連携等を通じ、ＡＩを始めとする新しいデジタル技術の研
究開発及び産業化を加速”

■日本成長戦略会議（2025年11月10日決定）

➢ 来夏に成長戦略が策定予定。「危機管理投資・成長投資」では 「AI・半導体」 を含む１７の戦略分野が設定

➢ 総合経済対策に盛り込むべき重点施策として、政府による活用を AI の社会実装の起点とするため、行政現場で
のガバメント AI の実装に向けた検証を実施。

■ 「強い経済」を実現する総合経済対策（2025年11月21日閣議決定）

“政府による活用をＡＩの社会実装の起点とするため、行政現場でのガバメントＡＩの実装に向けた検証を実施する。”



人工知能基本計画の概要（2025年12月23日閣議決定）
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➢ （略）信頼できるＡＩによる日本再起を実現するため、７点について指示します。第一に、『ガバメントＡＩ源内』の徹底

活用です。来年５月から１０万人以上の政府の職員が活用できるようにします。ＡＩ源内の活用により、創造的に業

務を行い、国民の皆様に信頼できるＡＩの意義を示してください。第一にガバメントAI源内の徹底活用です。

■「AI戦略本部」における高市総理指示（2025年12月19日）

AI戦略本部・AI基本計画

■AI基本計画本文（2025年12月23日閣議決定）

（ＡＩ利活用の加速的推進）

➢ 我が国でのＡＩ利活用を促進するため、「隗より始めよ」の観点から、まずは政府自らが積極的かつ先導的に利

活用する。政府職員によるＡＩの普段使いを浸透、定着させることにより、業務の質を向上させる。取り扱う情報

の属性や用途等に応じて、政府による適正な調達・利活用を先導的に行うことで、日本社会で利活用されるＡＩ

の信頼性及び透明性の確保につなげる。

➢ 将来的には地方支分部局を含む中央省庁の全職員が業務の質の向上を実感できる環境の構築を目指すことと

し、速やかに本府省庁職員が生成ＡＩを利活用できる環境を構築する。その際、指定職・管理職による率先した

利活用を促す仕組みを導入する。
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生成AI利用環境（源内）の概要



デジタル庁のポータルサイトにおける生成AI利用環境「源内（げんない）」
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デジタル庁の生成AI利用環境「源内（げんない）」 職員の利用画面
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デジタル庁では全職員が
ポータル画面から生成AIを利用できる



＋

汎用的なAIアプリ 行政実務用のAIアプリ

○チャット（対話型AI）※

○文章作成
○要約
○校正
○翻訳
○画像生成
○映像分析
○ダイアグラム分析
○音声認識
○プロンプト案の生成AI など

※2025年10月時点ではAWS社の「Nova Lite」、
Anthropic社の「Claude4.5 Haiku、Claude4.5 
Sonnet」の3モデルから職員が選択可能。
今後、モデルの追加・更新を予定。

○法制度調査支援AI（愛称：Lawsy）
○国会答弁検索AI
○公用文チェッカーAI（文化庁「公用文作成

の考え方」に準拠した校正を提供）

○物品管理システムヘルプAI（マニュアル
検索）

○旅費等内部管理業務共通システム
（SEABIS）のヘルプAI

○電子決裁システム（EASY）ヘルプAI
など

※デジタル庁職員が内製開発。
※職員が効率的・効果的に業務を進めることができるよう、

目的・用途ごとに構築された特化型のAI。
※2025年8月8日時点では20種類の行政実務用に特化したAIが利

用可能。今後も追加予定。

生成AI利用環境「源内」で利用できるAIアプリケーション
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デジタル庁内では、源内の利用状況をダッシュボードで確認可能
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※ デジタル庁内全体での源内利用は2025/5/7から
※ 画面は庁内専用であり、外部からのアクセスはできません。

（※）「ユニット所属」とは、デジタル領域に専門性を有する民間専門人材等（行政官以外）のデジタル庁職員が属するもの



源内の利用状況：ユースケース別の利用人数（アプリ別） （検証期間：2025年５月～７月）
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※1 上記は利用者数の多かった上位10アプリについて掲載
※2 源内の利用登録を行っているデジタル庁職員について、2025年５月から７月までの間のユースケース別の利用人数。期間中に一度でも生成AIを実行した人数をカウント
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「Gemini PlayGround」：
AI+web検索機能（AIがweb検索を行い、チャット（対話型AI）
では反映されない最新のニュースなどを反映した回答を返
す機能）

「ダイアグラム生成」：
フローチャート図の作成機能を有する。

「ユースケースを作る」：
用意されているテンプレートのプロンプトを任意に変更する
ことで、自身に合ったアプリにマイナーカスタマイズできる機
能

「ウェブコンテンツ抽出」：
ウェブサイトのURLを入力すると、そのウェブサイトに掲載さ
れているコンテンツを抽出する。



政府における生成AI利用環境（源内）の概要

生成AI利用環境（源内）

ガバメントクラウド

デジタル庁職員

③LLM学習用データ
(webサイト、書籍、ニュース記事等)

①各省庁・各部局の知識ベース
（法令の逐条解説、審査マニュアル等）

データセンター、GPUサーバー

②政府共通データセット
（官報、法令、白書等）

入力・出力

学習

利用・検索

行政実務用のAIアプリ

※ 2025年11月時点ではAWS社のNova Lite、Anthropic社のClaude4.5 Haiku、Claude4.5 Sonnetの３モデルから職員が選択可能

AIに必要なデータ

汎用的なAIアプリ
チャット（対話型AI）※、翻訳、

要約、文章校正 等
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利用を希望する府省庁（2026年1月～）

利用・検索

大規模言語モデル（LLM： Large Language Models）

入力・出力

※ 政府職員向けのインターフェース、
プラットフォーム、メディアの機能を発揮



生成AI利用環境（源内）の展開スケジュール
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2025年5月～   デジタル庁内において職員向けに運用開始

2025年12月   ガバメントAIで試用する国内大規模言語モデル（LLM）の公募

2026年1月～   一部省庁で試験的利用（リリース1.0） 規模：全体で数百人

2026年5月頃～年度末  希望省庁に対する大規模導入実証（リリース2.0）

    →政府職員を対象として源内を試験的に提供

    行政実務における生成AI利用環境の効果や課題を検証

2026年春～夏  源内の本格利用に向けて、利用希望省庁が概算要求

2026年夏頃   国内企業等が開発した国内LLMの試験導入（リリース2.1）  

2026年12月頃  開発した高度な生成AIアプリケーションの試験提供（リリース2.2）

    生成AI用の政府共通データの整備、提供（リリース2.2）

2027年度（R9年度）～  生成AIの本格利用（利用省庁が予算措置）（リリース3.0）



ガバメントAIで試用する国内大規模言語モデル（LLM）の公募の実施要領
【概要】
Å 源内の展開事業等に参加する国内企業等を公募し、選定プロセスを経た上で、試験導入を行う国内開発LLMを決定する。
Å 令和8年度（2026年度）中に源内上で試験導入及び評価検証を実施する。源内における一部のAIアプリ等において、国内開発LLMを活用するとともに、評価・検証結果の一部

を国内企業等にフィードバックする仕組みを検討する。
Å 評価検証の結果及び源内を利用する府省庁の具体的ニーズに基づき、ライセンス契約の締結、並びに令和9年度（2027年度）以降における源内を通じた政府職員への本格

的な提供を検討する。

【対象となる言語モデル】
Å 国内で開発されたLLM（大規模言語モデル）を対象とする。なお、SLM（小規模言語モデル）や、公共・行政分野等の特定ドメインに特化した言語モデルも対象に含める。
Å 自然言語を取り扱うモデルを対象とする。このため、画像、音声、動画、コード等、他のモダリティのみを扱うモデルは本公募の対象外とする。
Å 源内の展開事業等における活用法としては、①対話型AIサービス（チャット）の提供、②行政実務に特化したAIアプリケーションへのLLM組み込み、③その他、が想定される。

【条件】
Å 政府職員が「機密性2情報」を言語モデルで取り扱えるよう、十分なセキュリティを確保できること。具体的には、ガバメントクラウド上の推論環境で動作することが求められる。
Å 海外主要LLMと比較したベンチマークテスト結果を提供できること。特に、ハルシネーション、バイアス・差別的表現、有害コンテンツ生成等に関する安全性の取組について説

明可能であること。
Å 令和8年度（2026年度）中は無償で提供すること。ただし、ガバメントクラウドに係るインフラ費用はデジタル庁が負担することを検討中である。
Å 行政実務において実用可能な性能を有すること。特定ドメインに特化した言語モデルの場合は、適用対象となる行政分野が明確であり、一定規模以上の利用が見込まれるこ

と。
Å デジタル庁のみならず、関係府省庁の職員に対しても推論の提供が可能であること。
Å 国内開発LLMを活用した各種AIアプリケーションが最適な性能が発揮できるよう、情報提供やカスタマイズ等の技術支援を行うこと。
Å 評価・検証結果の一部をデジタル庁が公表することに同意すること。

ガバメントAIで試用する国内大規模言語モデル（LLM）の公募（2025年12月2日報道発表）
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⚫ ガバメントAIに係る取組の一環として、政府職員が利用できる生成AI利用環境（源内）を構築。他府省庁にも展開中。

⚫ この取組を進める上で、行政実務の質向上・省力化を実現するためには、とりわけ日本語の語彙・表現に適合し、日本の文化・価値
観を尊重した、国内企業や国内研究機関が開発する大規模言語モデル（LLM）（国内開発LLM）の活用が重要。また、国内開発LLM
は、行政の信頼性を確保しつつ、安全・安心な生成AIの利活用を推進する上でも不可欠。

⚫ そこで、デジタル庁では、ガバメントAIにおいて、国内開発のAIモデルを積極的に活用する方針を決定。

⚫ 12月2日から2026年1月末までの間、源内を含めたガバメントAIで試用する国内開発LLMの公募を実施し、国内企業等と連携・協力
することで、国内開発LLMをガバメントAIで積極的に活用する取組を進める。



ガバメントAI整備事業
（令和7年度補正予算）の概要



デジタル庁が推進するガバメントAIの概要

１．政府が率先して安全・安心なAIの活用を進める。
➢ 生成AI利用環境（源内）の大規模実証事業

→ 政府職員（本府省庁職員の全て及び地方機関職員の一部）に試験的に提供することで、行政実務における
生成AI利用環境の効果・課題を検証

→ 政府による活用をAIの社会実装の起点とするため、本省及び地方機関の業務特性に応じた導入事例づくり
を進め、令和9年度以降の本格的な導入及び利活用（各省庁が予算要求）につなげる。

（参考）政府全体のリスク管理体制の整備：「行政の進化と革新のための生成AIの調達・利活用 に係るガイドライン」（25年5月）の運用・改定

２．高度な生成AIアプリケーションを開発し、他府省庁に展開する。
➢ 「資料分析」「相談業務」「審査業務」「総務・庶務業務」を支援するAIのプロトタイプ開発を行い、

その成果を開発事例として政府内で共有・展開する。

➢ 一部のアプリケーションは源内を通じて他府省庁に提供する。

３．生成AI用の政府共通データの整備を進める。
例：官報79年10か月分（昭和22年5月3日～令和9年2月28日）、法令、白書、国会会議録、質問主意書など

４．その他の取組
➢ 生成AIに関する他省庁への技術支援（大量パブコメ意見のAI分類、闇バイト対策のためのAIによるSNS分析）

➢ 国内企業や国内研究機関が開発した大規模言語モデル（LLM）の積極的な活用

➢ ガバメントAIの高度化に向けた標準化課題の調査、AIエージェント実証プラットフォームの検討、研究会開催 16



国の行政機関
（府省庁）

デジタル庁 ガバメントAI整備事業のイメージ （令和7年度補正予算 44.0億円）

デジタル庁
国内の大規模言語モデル
（LLM）開発事業者 生成AI利用環境（源内）

⚫ 汎用的AIアプリ（翻訳、チャット等）

⚫ 行政実務用AIアプリ（マニュアル検索等）

⚫ AI用データセット
⚫ 利用状況ダッシュボード

AI用のデータセット保有者

AIに関する技術支援

本実証事業への参加を希望する
府省庁の政府職員(※）に対して、
試験的に提供。行政実務における
生成AIの効果と課題を検証

令和9年度以降に本格的導入（利用省庁が予算措置）
政府が率先して安全・安心なAIの活用を推進

「資料分析」「相談業務」「審査業務」
「総務・庶務業務」を支援するAIのプロトタイプ開発を
行い、その成果を開発事例として政府内で共有・展開
一部のアプリは源内を通じて他府省庁に提供

生成AI利用環境（源内）の
大規模導入実証事業

ガバメントAIにおける
行政実務特化型アプリ開発

ガバメントAI基盤整備
のための主管課支援事業

ガバメントAIの高度化に向け
た技術課題の調査、
共通課題の解決の場づくり

行政の業務の質向上、効率化・省力化
公共サービスの維持・強化

ガバメントAI検証環境の
整備に係る設計・開発業務

国立印刷局から官報（戦後以降）を調達、
ガバメントAIに必要となる政府共通データセット
を調達（白書、国会会議録、質問主意書等）

ガバメントAIのための
大規模データセット整備

ガバメントAIの高度化に向けた標準化課題の調査、AIエージェ
ント実証プラットフォームの検討、研究会開催、大規模言語モデ
ル（LLM）の高度な連携検証、開発動画作成(YouTube)

高度アプリ開発環境の構築、アプリ内製
開発、利用状況ダッシュボード構築等

厚生労働省雇用環境・均等局
連携によりAIアプリケーションの共同開発
①一般事業主行動計画策定届の受理業務
②えるぼし・くるみん等認定審査業務
③個別労働紛争解決制度に基づく総合労
働相談対応業務の効率化・高度化

日本語の語彙・表現に適合し、日本の
文化・価値観を尊重したLLMの活用

大量パブコメ意見のAI分類
闇バイト対策のSNSのAI分析

各府省庁は生成AIの利活用促進と
ガバナンス体制の強化のための組
織な取組を推進（職員への周知啓発、
AI統括責任者（CAIO）による統括監理等）
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デジタル庁では、政府による活用をAIの社会実装の起点とするため、政府へのAI実装に向けた取組を推進

職員向けヘルプデスク、ハンズオン研修、
ガバメントクラウド利用料

※本府省庁職員の全て及び地方機関職員の一部
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